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第１章 計画の趣旨 

  

 

第１節 計画の目的 

 

近年、地域における人口及び世帯数の減少や既存の住宅・建築物の老朽化等に

伴い、使用されていない住宅・建築物（以下「空家等」という。）が年々増加し

ています。適切な管理が行われないまま放置されている状態の空家等は、防災・

防犯・安全・環境・景観の阻害等多岐にわたる問題を生じさせ、ひいては地域住

民の生活環境に悪影響を及ぼすことから早急な対策の実施が求められています。 

国は、この空家問題の抜本的な解決策として平成 26 年 11 月に「空家等対策

の推進に関する特別措置法（以下「法」という。）」を公布、平成 27 年 5 月に完

全施行し、空家等対策を総合的かつ計画的に推進することとしました。 

本町でも、法の趣旨を受けて「和水町空家等の適正管理に関する条例（平成 30

年条例第 21 号。以下「条例」という。）を制定し、関係団体等と連携して空家等

対策協議会を設置しました。さらに、法では、市町村での空家等対策を推進する

ため、国の基本指針に即した空家等対策計画の作成及び空家等に関する対策の

実施等について規定されています。町内の空家等の実態を把握し、予防・適正管

理や利活用を促進するために必要となる空家等対策に関する基本方針等を定め、

空家問題に向けて総合的な対策・取組を実施し、町民の安全・安心な生活環境を

維持・向上させることを目的に本計画を策定します。 

  

 

第２節 計画の位置づけ 

 

  本計画は、法第 6 条の規定に基づく計画であり、「第 2 次和水町まちづくり総

合計画（平成 30 年度～令和 7 年度）」や「第 2 期和水町まち・ひと・しごと創生

総合戦略（平成 30 年 度～令和 7 年度）」等の上位関連計画と整合・調整を図り

ながら、対策を進めるものとします。 

  なお、「第 2 次和水町まちづくり総合計画」においては、移住・定住の促進と

住環境整備の促進のために、空き家バンク制度等を活用した空き家活用の推進

や老朽化等により景観保全や安全面に支障のある空き家の解消に向けた支援策

の検討も進められています。 

  また、「第 2 期和水町まち・ひと・しごと創生総合戦略」では、移住・定住の

促進のために空き家登録物件数の確保を行い、空き家バンク制度の充実につい

ても取り組んでいます。 
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図 1 和水町空家等対策計画の位置づけ 

 

 

第３節 計画の対象区域 

 

空き家バンク制度を開始するために平成 24 年度に各行政区を対象に実施した

調査結果では、空家等は町内全域に見られることから、本計画の対象は「和水町

内全域」とします。  

  

 

第４節 計画の期間 

 

本計画の期間は、令和 2 年度から令和 6 年度までの 5 年間とします。 

なお、必要に応じて空家状況を調査するとともに、各種施策の効果や社会状況

の変化等により適宜見直しを行います。  

  

 

 

 

和水町空家等対策計画 

空家等に関する政策を総合的かつ 
計画的に実施するための基本的な指針 

和水町まちづくり 
総合計画 

和水町まち・ひと・しごと 

創生総合戦略 

和水町空家等の適正管理 
に関する条例 

空家等対策の推進に関する特別措置法 
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第５節 計画の対象空家等 

 

本計画で対象とする空家等は、法第 2 条第 1 項に規定される「空家等」（法第

2 条第 2 項で規定される「特定空家等」を含む。）とします。 

なお、「空家等」の定義では、すべての建築物を対象としていますが、施策の

優先順位などを考慮して、本計画では一戸建て住宅（店舗併用住宅を含む。）を

優先的に取り組みます。 

  

  ＜空家等、特定空家等の定義＞ 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

【空家等】（法第 2 条第 1 項） 

建築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされてい

ないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定着する物を

含む。）をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、又は管理するものを

除く。 

 

【特定空家等】（法第 2 条第 2 項） 

そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は

著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われていないこ

とにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生活環境の保全を図る

ために放置することが不適切である状態にあると認められる空家等をいう。 
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第２章 本町の人口と空家の状況 

 

 

第１節 人口と世帯の動向 

 

１ 人口と世帯数の推移 

本町の平成 27 年の国勢調査による人口は 10,191 人、世帯数は 3,624 世帯と

なっており、平成 22 年の調査と人口を比較すると△1,056 人、平成 17 年の調査

とでは△1,709 人と減少傾向が続いています。 

また、1 世帯あたりの人員も減少傾向を示しており、平成 27 年は 2.81 人とこ

れまでの調査の中で最も低くなっています。 

 

 

資料：平成 27 年国勢調査 

図 2 人口と世帯数、世帯人員の推移 

 

 

２ 地区別の人口と世帯数 

  令和 2 年 4 月 30 日現在の地区別の人口は中央地区が 2,761 人と最も多く、次

いで緑地区が 1,431 人、神尾地区が 1,405 人となっています。世帯数も中央地

区が 1,111 世帯と最も多くなっています。また、世帯人員では春富地区が 2.67

人／世帯と最も高く、次いで緑地区が 2.65 人／世帯、西地区が 2.60 人／世帯

となっています。 
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表 1 各地区の人口と世帯数、世帯人員 

地  区 人 口（人） 世帯数（世帯） 世帯人員（人/世帯） 

西 地区 985 379 2.60 

中央地区 2,761 1,111 2.49 

東 地区 1,045 424 2.46 

南 地区 896 364 2.46 

神尾地区 1,405 549 2.56 

春富地区 1,262 473 2.67 

緑 地区 1,431 541 2.65 

合  計 9,785 3,841 2.55 

※令和 2 年 4 月 30 日現在         資料：住民基本台帳 

 

 

３ 和水町人口ビジョン 

「和水町人口ビジョン」における町の総人口の見通しは以下のとおりとなっ

ており、「今後、より大幅な人口減少社会を迎えるが、人口減少抑制に向けた多

角的なまちづくりへの取組みが求められる」とされています。 

 

 

   

 

参考：和水町人口ビジョン 

図 3 和水町の将来人口推計  
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第２節 空家の現状 

 

１ 住宅数及び空家数 

平成 30 年住宅・土地統計調査によると、全国の住宅総数は約 6,240 万戸と 5

年前の平成 25 年と比べ約 178 万戸（2.9%）増加し、空家数も約 850 万戸と約 29

万戸（3.6%） 増加しています。なお、空家率は 13.6%と過去最高になっていま

す。 

また、熊本県では、住宅総数が約 81 万 3 千戸と、5 年前と比べると約 9 千戸

（1.2%） 増加していますが、逆に空家数は約 11 万 2 千戸と約 3 千戸（2.5%）減

少しています。そのため、空家率は 5 年前の平成 25 年と比べて 0.5%減の 13.8%

となっています。 

なお、本町においては、各行政区の区長を通じて、平成 24 年度の空家調査に

おいて 257 戸の空家数の報告を受けています。 

  

表 2 平成 30 年度住宅・土地統計調査の概要 

 項 目 平成 25 年度 平成 30 年度 増 減 

全 国 住宅数（A） 60,628,600 戸 62,407,400 戸 1,778,800 戸 

空家数（B） 8,195,600 戸 8,488,600 戸 293,000 戸 

空家率（C=B/A） 13.5％ 13.6％ 0.1 ﾎﾟｲﾝﾄ 

熊本県 住宅数（A） 804,300 戸 813,700 戸 9,400 戸 

空家数（B） 114,800 戸 111,900 戸 △2,900 戸 

空家率（C=B/A） 14.3％ 13.8％ △0.5 ﾎﾟｲﾝﾄ 

資料：住宅・土地統計調査 

 

 

第３節 空家等対策の課題 

  

本町の空家等対策の課題を次のように整理します。 

 

１ 空家等の実態及び対応分析 

  平成 24 年度に各区長を通じて行った空家調査では空家個数は 257 戸の調査結

果でしたが、全国や熊本県の空家率から推測すると、まだ多くの空家が潜在して

いると予想されます。 

  このような状況から、より正確な現状を把握するために、町内全域の空家等の

実態調査を実施し、今後、発生が懸念される問題についての対応分析と適切な対

策への検討に繋がっていきます。 
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２ 空家等の発生抑制及び適正管理 

居住されていない住宅をそのまま放置すれば、住宅の腐朽や破損が進行し、空

家等になる可能性が高まるおそれがあります。 

このため、腐朽・破損が常態化する前に、予防的な取り組みとして所有者等に

対して腐朽・破損の改修方法や防止策等を周知する必要があります。 

 

３ 管理不全空家等への対応及び支援 

管理不全な空家等により生活環境に様々な問題が生じることについて、所有

者等に理解してもらうことが空家等対策に繋がります。そのため、所有者等に対

して、管理不全に至る前に対応してもらうよう周知・啓発を行う必要がありま

す。 

また、管理不全な空家等の改修や除却については、経済的な面や取り組み方法

が分からないといった状況も多いことから、経済的、技術的な支援も必要です。 

 

４ 空家等の利活用促進 

移住希望者の様々なニーズに対応するには、空き家バンクの登録物件数を増

やしていくことが移住・定住の促進に繋がります。そのため、利活用できる空家

の所有者等に対して、空き家バンクの周知・登録依頼を行う必要があります。 

また、空家の住宅以外への機能転換による活用アイデアの提案や、リフォーム

改修の支援等による空家の利活用の促進も必要です。 

 

５ 空家等対策の体制整備 

空家等対策は、所有者が主体的に取り組むべきことですが、多様な事情により

空家放置が常態化しているのが現状です。 

そこで、所有者等が主体的となる空家等対策を推進していくため、所有者等へ

の空家等対策に関する情報提供や管理・活用に関する相談・支援を行う庁内体制

を明確にする必要があります。 
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第３章 空家等対策に関する基本的な方針 

 

 

第１節 空家等対策の取組に対する基本的な考え方 

 

本町における空家等の状況や全国的な取組を踏まえながら、空家等が増加す

ることにより社会的問題が生じることや地域コミュニティの存続問題につなが

ること、ひいては地域全体の活力低下を招くという認識のもと、次の 3 点を基

本的な考え方として、各種の対策を検討し、取り組んでいくこととします。 

  

１ 空家等の所有者等による管理の原則 

空家等は、所有者等が適切に管理することが原則であり、法第 3 条では「空家

等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管

理に努めるものとする」と規定されていることから、空家等の管理責任は所有者

等にあることが前提です。 

また、空家等を原因とした民事上の事件も、財産権・所有権に基づき、当事者

同士で解決を図ることが原則です。 

 

２ 公共公益の観点からの町の取り組み 

空家等は個人の財産であり、その所有者等によって適切に管理されるべきも

のですが、様々な理由から、長期間管理が行われず、周辺の生活環境に悪影響を

及ぼすなど、地域社会にまで影響を与えているものがあります。 

一方で、利用可能な空家等を有効活用することは地域の活性化につながるこ

とから、公共公益の観点から、町が積極的に空家等の問題に取り組んでいくこと

が必要です。 

 

３ 空家等による問題発生を未然に防ぐ取り組み 

空家等が発生し、放置される要因やそこから生じる課題は多岐にわたるとと

もに、居住・使用されている状況から管理不全な状況までの各段階で対応は異な

ります。このため、各段階に応じた効果的な対策を講じていくことが必要です。 

また、空家等の期間が長期化すればするほど、問題の解決は難しくなる傾向に

なることから、「発生抑制」や「活用促進」、「適正管理」の取り組みによって、

早期の段階から空家等による問題発生を未然に防ぎます。 
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第２節 空家等対策の基本方針 

 

空家等がもたらす課題解決に向けて、安全・安心な住環境の形成と地域活性化

を図るため、多様な主体と連携・協力し、規制と利活用の両面から次に示す基本

方針のもとに空家等対策を推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本方針１ 空家等の適正管理 

管理不全の空家等は、生活環境の悪化だけではなく、不審者の侵入等によ

る火災や犯罪の発生など多くの問題を抱え、地域住民の不安や危険性が懸

念されます。そのため、空家等の適切な管理を推進することにより、町民が

安全で安心して暮らせる住環境の形成を図ります。 

基本方針２ 空家等の利活用促進 

空家等の利活用は定住促進や地域活性化につながることから、所有者等へ

の啓発や利活用に対する支援を行い、空家等やその跡地を地域の資源として

有効活用を図ります。 

基本方針３ 空家等の発生抑制の推進 

居住している段階から空家等に関する問題意識を高めるための意識啓発

を図り、空家等の予防や管理、賃貸などの活用、相続等に関する情報提供や

相談窓口等を周知し、新たな空家等の発生抑制を推進します。 
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第４章 空家等対策の取組に関する事項 

 

 

第１節 空家等の実態把握と対応分析 

  

空家等は、年々増加している傾向にあることから、空家等対策を適確に実施す

るために空家等の現状・実態調査を実施し、空家等所有者への意向調査を行うな

ど各種調査等により情報を収集します。 

また、空家等の情報を適切に管理・活用できるためのデータベースを整備しま

す。 

 

＜施策＞ 

主要施策 施策内容 

空家等実態調査 ・空家等候補住宅、滅失空家等の現地調査 

・空家等の判定、分類化 

空家等所有者調査 ・空家等所有者アンケート調査 

空家等に関するデータベ

ースの整備 

・空家等情報のデータベース化 

・空家等実態特性（問題点・課題）の把握 

 

 

第２節 発生予防・適正管理対策 

 

空家等が生活環境に悪影響を与えることや空家等の所有者が管理責任を負う

ことの理解を深めるために広報媒体により啓発し、問題や不安を抱えている所

有者等が相談できる空家等対策相談会を開催します。 

また、所有者等が高齢者や町外居住者の場合は、空家等の管理を所有者自らが

行うことが大変困難になるため、空家等の適正な管理の促進のために管理業務

が代行できる委託先等を紹介します。 

 

＜施策＞ 

主要施策 施策内容 

空家等対策の啓発 ・広報誌への掲載 

・独居高齢者等の支援と併せた住宅活用の相談対応 

・固定資産税納税通知書にパンフレット等を同封送付 

空家等対策相談会の開催 ・空家予防、活用の対策方法等の周知を図る相談会の開催 

空家等管理サービス活用 ・シルバー人材センター等の活用 

・ふるさと納税制度の活用 
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第３節 管理不全対策 

 

  特定空家等の認定基準や、特定空家等の所有者に対する助言・指導等を実施す

るための規則や手順等を定め、空家等対策協議会の意見を踏まえながら、適切な

措置を実施します。 

  また、特定空家等の除却の推進をするためのしくみを整備し、支援します。 

 

＜施策＞ 

主要施策 施策内容 

特定空家等に対する措置

の実施 

・条例の施行に基づく特定空家等の認定や是正措置に関す

る規則の制定及び手続きマニュアル等の作成 

・空家等対策協議会の意見を踏まえた適切な措置の実施 

除却の推進 ・国の補助事業や交付金等の活用による空家等除却支援制

度の創設・運用 

・特定空家等以外の管理不全空家等の自主的除却の促進 

 

 

第４節 利活用対策 

 

  移住・定住の促進のために、本町への移住定住希望者に対して、空家等の情報

提供を広報媒体や様々なイベント等で発信します。 

  また、空き家バンクの登録物件を増加させるために所有者等へ登録を依頼し、

希望者に対しては登録物件に住みやすいように改修費等を支援することで空き

家バンク制度の実効性を高めます。 

 

＜施策＞ 

主要施策 施策内容 

空き家バンク制度 ・所有者等に空き家バンクの周知と登録依頼 

・定住希望登録者に登録物件の情報提供 

・都市部の移住相談会で相談者に登録物件を紹介 

空き家バンク活用促進事

業 

・空家の不要物の撤去に関する補助 

・空家の改修工事等に関する補助 

 

 

第５節 関係者等との協力・連携により対策の推進 

 

  空家等がもたらす問題は、防災や環境、建築等多岐にわたる政策課題に横断的
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に応える必要があることから、関係部署や関係機関が効果的に連携し、空家等対

策に対応できるよう相談や実施体制の整備を図ります。 

 

＜施策＞ 

主要施策 施策内容 

空家等対策協議会の運営 ・条例第 8 条に基づき設置している空家等対策協議会の運

営 

相談窓口の設置 ・空家等に関する相談業務を行う窓口を設置及び担当職員

の配置 

空家等対策庁内連携会議

の運営 

・庁内関係課に空家等対策担当職員の配置 

・空家等対策担当職員による空家等対策庁内連携会議の運

営 

 

 

空家等対策関係課一覧及び関連事項 

部 署 具体的対応 

総務課 空家等の防災・防犯対策に向けた取組 

寄附空家等に関する財産の対応 

まちづくり推進課 空き家バンク制度 

空き家バンク活用促進事業 

ふるさと納税の活用 

建設課 道路上の通行障害への対応 

空家等の把握に関する水道（下水道）及び浄化槽利用状況

の情報提供 

健康福祉課 民生委員及び社会福祉協議会等との連携 

成年後見制度の啓発に関する取組 

商工観光課 空家（空店舗）の有効活用に関する取組 

住民課 空家等における環境衛生に関する対応 

税務住民課 空家等対策全般に関すること 

空家等に関する相談窓口 

空家等の調査及びデータベースの整備 

和水町空家等対策協議会に関すること 

空地の適正管理に対する取組 

固定資産課税台帳（所有者等）等の情報提供 

固定資産税減免の除外措置 

  



13 

 

第５章 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

  

 

第１節 空家等対策の進捗管理と効果の検証 

 

本計画は、空家等対策を着実に進めていくことが重要であることから、計画の

実効性を高めるため、計画の進捗管理と事業の検証を行い、計画の実効性を高め

ていきます。 

 

 

第２節 計画の見直し 

 

本計画は、空家等の状況の変化、関係法令や国の補助制度等の改正、実施して

いる取組に対する評価や検証結果等必要に応じて見直しを行います。なお、変更

する場合は空家等対策協議会で協議し、パブリックコメント等により、広く意見

を求めます。 

  

 

第３節 公表 

 

本計画に位置づけた具体的な事業等の取組状況を町ホームページ等により公

表します。また、計画に見直し等があった場合についても同様に内容を公表しま

す。 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資 料 編 
 

○空家等対策の推進に関する特別措置法 

○和水町空家等の適正管理に関する条例 

○和水町空家等の適正管理に関する規則 
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○空家等対策の推進に関する特別措置法 

(平成 26 年 11 月 27 日法律第 127 号) 

(目的) 

第 1 条 この法律は、適切な管理が行われていない空家等が防災、衛生、景観等の地

域住民の生活環境に深刻な影響を及ぼしていることに鑑み、地域住民の生命、身体

又は財産を保護するとともに、その生活環境の保全を図り、あわせて空家等の活用

を促進するため、空家等に関する施策に関し、国による基本指針の策定、市町村(特

別区を含む。第 10 条第 2 項を除き、以下同じ。)による空家等対策計画の作成その

他の空家等に関する施策を推進するために必要な事項を定めることにより、空家等

に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、もって公共の福祉の増進と地域の振興

に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この法律において「空家等」とは、建築物又はこれに附属する工作物であっ

て居住その他の使用がなされていないことが常態であるもの及びその敷地(立木そ

の他の土地に定着する物を含む。)をいう。ただし、国又は地方公共団体が所有し、

又は管理するものを除く。 

2  この法律において「特定空家等」とは、そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上

危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切

な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生

活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にあると認められる空

家等をいう。 

(空家等の所有者等の責務) 

第 3 条 空家等の所有者又は管理者(以下「所有者等」という。)は、周辺の生活環境

に悪影響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。 

(市町村の責務) 

第 4 条 市町村は、第 6 条第 1 項に規定する空家等対策計画の作成及びこれに基づく

空家等に関する対策の実施その他の空家等に関する必要な措置を適切に講ずるよう

努めるものとする。 

(基本指針) 

第 5 条 国土交通大臣及び総務大臣は、空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実

施するための基本的な指針(以下「基本指針」という。)を定めるものとする。 

2  基本指針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 空家等に関する施策の実施に関する基本的な事項 

(2) 次条第一項に規定する空家等対策計画に関する事項 

(3) その他空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するために必要な事項 

3  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更しようとすると

きは、あらかじめ、関係行政機関の長に協議するものとする。 

4  国土交通大臣及び総務大臣は、基本指針を定め、又はこれを変更したときは、遅
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滞なく、これを公表しなければならない。 

(空家等対策計画) 

第 6 条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する

ため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計

画」という。)を定めることができる。 

2  空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

(1) 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の

空家等に関する対策に関する基本的な方針 

(2) 計画期間 

(3) 空家等の調査に関する事項 

(4) 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項 

(5) 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)の活用

の促進に関する事項 

(6) 特定空家等に対する措置(第 14 条第一項の規定による助言若しくは指導、同条

第 2項の規定による勧告、同条第 3 項の規定による命令又は同条第 9 項若しくは

第 10 項の規定による代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空家等への対処に

関する事項 

(7) 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項 

(8) 空家等に関する対策の実施体制に関する事項 

(9) その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項 

3  市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

4  市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関

し、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。 

(協議会) 

第 7 条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うた

めの協議会(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。 

2  協議会は、市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)のほか、地域住民、市町村

の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市町

村長が必要と認める者をもって構成する。 

3  前 2 項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。 

(都道府県による援助) 

第 8 条 都道府県知事は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施その他空家等に

関しこの法律に基づき市町村が講ずる措置について、当該市町村に対する情報の提

供及び技術的な助言、市町村相互間の連絡調整その他必要な援助を行うよう努めな

ければならない。 

(立入調査等) 

第 9 条 市町村長は、当該市町村の区域内にある空家等の所在及び当該空家等の所有
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者等を把握するための調査その他空家等に関しこの法律の施行のために必要な調査

を行うことができる。 

2  市町村長は、第 14 条第 1 項から第 3 項までの規定の施行に必要な限度において、

当該職員又はその委任した者に、空家等と認められる場所に立ち入って調査をさせ

ることができる。 

3  市町村長は、前項の規定により当該職員又はその委任した者を空家等と認められ

る場所に立ち入らせようとするときは、その 5 日前までに、当該空家等の所有者等

にその旨を通知しなければならない。ただし、当該所有者等に対し通知することが

困難であるときは、この限りでない。 

4  第 2 項の規定により空家等と認められる場所に立ち入ろうとする者は、その身分

を示す証明書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなければなら

ない。 

5  第 2 項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈

してはならない。 

(空家等の所有者等に関する情報の利用等) 

第10条 市町村長は、固定資産税の課税その他の事務のために利用する目的で保有す

る情報であって氏名その他の空家等の所有者等に関するものについては、この法律

の施行のために必要な限度において、その保有に当たって特定された利用の目的以

外の目的のために内部で利用することができる。 

2  都知事は、固定資産税の課税その他の事務で市町村が処理するものとされている

もののうち特別区の存する区域においては都が処理するものとされているもののた

めに利用する目的で都が保有する情報であって、特別区の区域内にある空家等の所

有者等に関するものについて、当該特別区の区長から提供を求められたときは、こ

の法律の施行のために必要な限度において、速やかに当該情報の提供を行うものと

する。 

3  前項に定めるもののほか、市町村長は、この法律の施行のために必要があるとき

は、関係する地方公共団体の長その他の者に対して、空家等の所有者等の把握に関

し必要な情報の提供を求めることができる。 

(空家等に関するデータベースの整備等) 

第11条 市町村は、空家等(建築物を販売し、又は賃貸する事業を行う者が販売し、又

は賃貸するために所有し、又は管理するもの(周辺の生活環境に悪影響を及ぼさない

よう適切に管理されているものに限る。)を除く。以下第 13 条までにおいて同じ。)

に関するデータベースの整備その他空家等に関する正確な情報を把握するために必

要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

(所有者等による空家等の適切な管理の促進) 

第12条 市町村は、所有者等による空家等の適切な管理を促進するため、これらの者

に対し、情報の提供、助言その他必要な援助を行うよう努めるものとする。 

(空家等及び空家等の跡地の活用等) 



4 

 

第13条 市町村は、空家等及び空家等の跡地(土地を販売し、又は賃貸する事業を行う

者が販売し、又は賃貸するために所有し、又は管理するものを除く。)に関する情報

の提供その他これらの活用のために必要な対策を講ずるよう努めるものとする。 

(特定空家等に対する措置) 

第14条 市町村長は、特定空家等の所有者等に対し、当該特定空家等に関し、除却、

修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全を図るために必要な措置(そのまま

放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態又は著しく衛生上有害

となるおそれのある状態にない特定空家等については、建築物の除却を除く。次項

において同じ。)をとるよう助言又は指導をすることができる。 

2  市町村長は、前項の規定による助言又は指導をした場合において、なお当該特定

空家等の状態が改善されないと認めるときは、当該助言又は指導を受けた者に対し、

相当の猶予期限を付けて、除却、修繕、立木竹の伐採その他周辺の生活環境の保全

を図るために必要な措置をとることを勧告することができる。 

3  市町村長は、前項の規定による勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に

係る措置をとらなかった場合において、特に必要があると認めるときは、その者に

対し、相当の猶予期限を付けて、その勧告に係る措置をとることを命ずることがで

きる。 

4  市町村長は、前項の措置を命じようとする場合においては、あらかじめ、その措

置を命じようとする者に対し、その命じようとする措置及びその事由並びに意見書

の提出先及び提出期限を記載した通知書を交付して、その措置を命じようとする者

又はその代理人に意見書及び自己に有利な証拠を提出する機会を与えなければなら

ない。 

5  前項の通知書の交付を受けた者は、その交付を受けた日から 5 日以内に、市町村

長に対し、意見書の提出に代えて公開による意見の聴取を行うことを請求すること

ができる。 

6  市町村長は、前項の規定による意見の聴取の請求があった場合においては、第 3

項の措置を命じようとする者又はその代理人の出頭を求めて、公開による意見の聴

取を行わなければならない。 

7  市町村長は、前項の規定による意見の聴取を行う場合においては、第 3 項の規定

によって命じようとする措置並びに意見の聴取の期日及び場所を、期日の 3 日前ま

でに、前項に規定する者に通知するとともに、これを公告しなければならない。 

8  第 6 項に規定する者は、意見の聴取に際して、証人を出席させ、かつ、自己に有

利な証拠を提出することができる。 

9  市町村長は、第 3 項の規定により必要な措置を命じた場合において、その措置を

命ぜられた者がその措置を履行しないとき、履行しても十分でないとき又は履行し

ても同項の期限までに完了する見込みがないときは、行政代執行法(昭和 23 年法律

第 43 号)の定めるところに従い、自ら義務者のなすべき行為をし、又は第三者をし

てこれをさせることができる。 
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10 第 3 項の規定により必要な措置を命じようとする場合において、過失がなくてそ

の措置を命ぜられるべき者を確知することができないとき(過失がなくて第 1 項の

助言若しくは指導又は第 2 項の勧告が行われるべき者を確知することができないた

め第三項に定める手続により命令を行うことができないときを含む。)は、市町村長

は、その者の負担において、その措置を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任

した者に行わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、その

措置を行うべき旨及びその期限までにその措置を行わないときは、市町村長又はそ

の命じた者若しくは委任した者がその措置を行うべき旨をあらかじめ公告しなけれ

ばならない。 

11 市町村長は、第 3 項の規定による命令をした場合においては、標識の設置その他

国土交通省令・総務省令で定める方法により、その旨を公示しなければならない。 

12 前項の標識は、第 3 項の規定による命令に係る特定空家等に設置することができ

る。この場合においては、当該特定空家等の所有者等は、当該標識の設置を拒み、

又は妨げてはならない。 

13 第 3 項の規定による命令については、行政手続法(平成 5 年法律第 88 号)第 3 章

(第 12 条及び第 14 条を除く。)の規定は、適用しない。 

14 国土交通大臣及び総務大臣は、特定空家等に対する措置に関し、その適切な実施

を図るために必要な指針を定めることができる。 

15 前各項に定めるもののほか、特定空家等に対する措置に関し必要な事項は、国土

交通省令・総務省令で定める。 

(財政上の措置及び税制上の措置等) 

第 15 条 国及び都道府県は、市町村が行う空家等対策計画に基づく空家等に関する対

策の適切かつ円滑な実施に資するため、空家等に関する対策の実施に要する費用に

対する補助、地方交付税制度の拡充その他の必要な財政上の措置を講ずるものとす

る。 

2  国及び地方公共団体は、前項に定めるもののほか、市町村が行う空家等対策計画

に基づく空家等に関する対策の適切かつ円滑な実施に資するため、必要な税制上の

措置その他の措置を講ずるものとする。 

(過料) 

第 16 条 第 14 条第 3項の規定による市町村長の命令に違反した者は、50 万円以下の

過料に処する。 

2  第 9 条第 2 項の規定による立入調査を拒み、妨げ、又は忌避した者は、20 万円以

下の過料に処する。 

 

附 則 

(施行期日) 

1  この法律は、公布の日から起算して 3 月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。ただし、第 9 条第 2 項から第 5 項まで、第 14 条及び第 16 条の規
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定は、公布の日から起算して 6 月を超えない範囲内において政令で定める日から施

行する。 

(平成 27 年政令第 50 号で、本文に係る部分は、平成 27 年 2 月 26 日から、ただし書

に係る部分は、平成 27 年 5 月 26 日から施行) 

(検討) 

2  政府は、この法律の施行後 5 年を経過した場合において、この法律の施行の状況

を勘案し、必要があると認めるときは、この法律の規定について検討を加え、その

結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。 
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○和水町空家等の適正管理に関する条例 

（平成 30 年 12 月 17 日条例第 21 号） 

(目的) 

第 1 条 この条例は、空家等の適切な管理に関し、空家等対策の推進に関する特別措

置法(平成 26 年法律第 127 号。以下「法」という。)に定めるもののほか、必要な事

項を定めることにより、空家等における倒壊等の事故、火災及び犯罪を防止し、も

って町民の安全かつ良好な生活環境の保全に寄与することを目的とする。 

(定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 空家等 町内に所在する建物その他の工作物(以下「建築物」という。)で、常

時無人の状態にあるもの及びその敷地をいう。 

(2) 管理不全な状態 次に掲げる状態をいう。 

ア 老朽若しくは台風等の自然災害によって、建築物が倒壊し、又は建築物に用

いられた建築資材が飛散し、若しくは剥落することにより、空家等の敷地外に

おいて人の生命若しくは身体又は財産に被害を与えるおそれがある状態 

イ 空家等に不特定の者が侵入することにより、犯罪又は火災が誘発されるおそ

れがある状態 

ウ 空家等にある草木が繁茂し、又は動植物、昆虫等が相当程度に繁殖し、人の生

命、身体若しくは財産又はその敷地周辺の生活環境に害を及ぼすおそれがある

状態 

(3) 所有者等 空家等を所有し、又は管理する者をいう。 

(4) 町民等 町内に居住し、若しくは滞在し、又は通勤し、若しくは通学する者を

いう。 

(民事による解決との関係) 

第 3 条 この条例の規定は、管理不全な状態にある空家等の所有者等と当該空家が管

理不全な状態であることにより被害を受けるおそれがある者との間で、民事による

解決を図ることを妨げるものでない。 

(空家等の適正管理) 

第 4 条 空家等の所有者等は、当該空家等が管理不全な状態にならないように自らの

責任において適正な管理をしなければならない。 

(情報提供) 

第 5 条 町民等は、管理不全な状態である空家等があると認めるときは、町長に対し、

その情報を提供することができる。 

(空家等対策協議会) 

第 6 条 法第 7 条第 1項の規定により、和水町空家等対策協議会を置く。 

(関係機関との連携) 

第 7 条 町長は、この条例の目的を達成するため必要があると認めるときは、本町の
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区域を管轄する警察、消防その他の関係機関に必要な協力を求めることができる。 

(委任) 

第 8 条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○和水町空家等の適正管理に関する規則 

（平成 31 年 3 月 20 日規則第 4 号） 

(趣旨) 

第 1条 この規則は、空家等対策の推進に関する特別措置法(平成 26年法律第127号。

以下「法」という。)及び和水町空家等の適正管理に関する条例(平成 30 年和水町条

例第 21 号。以下「条例」という。)の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

(定義) 

第 2 条 この規則において使用する用語は、条例において使用する用語の例による。 

(立入調査) 

第 3 条 町長は、法第 9 条第 2 項に規定する調査をするときは、あらかじめ、空家等

の所有者等に対し、立入調査実施通知書(様式第 1 号)によりその旨を通知するもの

とする。 

2  法第 9 条第 4 項に規定する証明書は、立入調査員証(様式第 2号)とする。 

(助言及び指導) 

第 4 条 法第 14 条第 1 項に規定する助言は口頭により行うものとし、同項に規定する

指導は改善指導書(様式第 3号)により行うものとする。 

(勧告) 

第 5 条 法第 14 条第 2 項の規定による勧告は、勧告書(様式第 4号)により行うものと

する。 

(命令) 

第 6 条 法第 14 条第 3 項の規定による命令は、措置命令書(様式第 5 号)により行うも

のとする。 

(代執行) 

第 7 条 法第 14 条第 9 項の規定による代執行を行う場合における行政代執行法(昭和

23 年法律第 43 号)第 3 条第 1 項の規定による戒告は、戒告書(様式第 6 号)により行

うものとする。 

2  町長は、法第 2 条第 2 項に規定する特定空家等(以下「特定空家等」という。)の

所有者等が前項の戒告を受けて指定の期日までにその義務を履行しないときは、代

執行令書(様式第 7 号)により通知する。 

(空家等対策協議会) 

第 8 条 条例第 6 条に規定する和水町空家等対策協議会(以下「協議会」という。)は、

空家等対策に係る次に揚げる内容について協議等を行う。 

(1) 空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する事項 

(2) 空家等の適正な管理に関する事項 

(3) 特定空家等の措置に関する事項 

(4) その他空家等対策の執行に関し町長が必要とする事項 

(協議会の組織) 

第 9 条 協議会は、町長及び委員 9 人以内を持って組織する。 
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2  協議会の委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱し、又は任命する。 

(1) 建築士 

(2) 学識経験を有する者 

 (3) 町民等 

(4) 関係行政機関の職員 

(5) 前各号に掲げる者のほか、町長が必要と認める者 

3  会長は、町長をもって充てる。 

4  会長は、会務を総理する。 

5  会長に事故等があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

(委員の任期) 

第 10 条 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

2  委員は、再任を妨げない。 

(守秘義務) 

第 11 条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、

同様とする。 

(会議) 

第 12 条 協議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

2  会長は、第 8 条に揚げる事項に関して協議等が必要な場合に、速やかに会議を招

集するものとする。 

3  協議会は、委員の半数以上の者が出席しなければ、会議を開くことができない。 

4  協議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決すると

ころによる。 

(その他) 

第 13 条 この規則に定めるもののほか、空き家等の適正管理に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

 

附 則 

この規則は、公布の日から施行する。 

 


